
○和光市立公園条例 

昭和４４年３月２５日 

条例第１６号 

（目的） 

第１条 この条例は、市立公園の設置、管理等について必要な事項を定め、市立公園の健

全な発展と利用の適正化を図り、市民の福祉の増進と生活文化の向上に寄与することを

目的とする。 

（定義） 

第１条の２ この条例において「市立公園」とは、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。

以下「法」という。）第２条第１項に規定する都市公園及び都市公園以外の公園又は緑

地（当該公園又は緑地に設ける公園施設に準ずる施設を含む。）で、市が設置し、又は

管理するものをいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、法において使用する

用語の例による。 

（市立公園の名称等） 

第２条 市立公園のうち都市公園の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

２ 市立公園のうち都市公園以外の公園又は緑地の名称及び位置は、規則で定める。 

３ 市長は、市立公園を設置し、その区域を変更し、又は市立公園を廃止するときは、当

該市立公園の名称、所在地、区域その他必要と認める事項を告示するものとする。 

（市民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 

第３条 都市公園の市民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メートル（市内に都市

緑地法（昭和４８年法律第７２号）第５５条第１項若しくは第２項の規定による市民緑

地契約又は同法第６３条に規定する認定計画に係る市民緑地（以下この条において「市

民緑地」という。）が存するときは、１０平方メートルから当該市民緑地の市民１人当

たりの敷地面積を控除して得た面積）以上とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市街地に設置する都市公園の市民１人当たりの敷地面積の

標準は、５平方メートル（当該市街地の区域内に市民緑地が存するときは、５平方メー

トルから当該市民緑地の市民１人当たりの敷地面積を控除して得た面積）以上とする。 

（都市公園の配置及び規模の基準） 

第４条 市長は、次の各号に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれその特



質に応じて都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資するよう

考慮するほか、それぞれ当該各号に定めるところによりその配置及び規模を定めるもの

とする。 

（１） 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 街区

内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、０．

２５ヘクタールを標準とする。 

（２） 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 近隣に

居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、２ヘクタ

ールを標準とする。 

（３） 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 

徒歩圏域内居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、

４ヘクタールを標準とする。 

（４） 主として市の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な

利用に供することを目的とする都市公園、主として運動の用に供することを目的とす

る都市公園及び市の区域を超える広域の利用に供することを目的とする都市公園で、

休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供されるもの 容易に利用すること

ができるように配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能を十分

発揮することができるようにその敷地面積を定める。 

２ 市長は、主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市公

園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主として動植物の生

息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、主として市街地の中心部

における休息又は観賞の用に供することを目的とする都市公園その他前項各号に掲げる

都市公園以外の都市公園を設置する場合においては、それぞれその設置目的に応じて都

市公園としての機能を十分発揮することができるように配置し、及びその敷地面積を定

めるものとする。 

（都市公園施設の建築面積の設置基準） 

第５条 法第４条第１項本文の条例で定める割合は、１００分の２とする。 

（都市公園施設の建築面積の設置基準の特例） 

第６条 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「政令」という。）第６条

第１項第１号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、同



号に規定する建築物に限り、当該建築物を設置する都市公園の敷地面積の１００分の１

０を限度として前条の規定により認められる建築面積を超えることができる。 

２ 政令第６条第６項に掲げる場合に関する法第５条の９第１項の規定により読み替えて

適用する法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、当該公募対象公園施設である

建築物に限り、当該建築物を設置する都市公園の敷地面積の１００分の１０を限度とし

て前条の規定により認められる建築面積を超えることができる。 

３ 政令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条例で定め

る範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該建築物を設置する都市公園の敷地面積の

１００分の２０を限度として前条の規定により認められる建築面積を超えることができ

る。 

４ 政令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条例で定め

る範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該建築物を設置する都市公園の敷地面積の

１００分の１０を限度として前条又は前３項の規定により認められる建築面積を超える

ことができる。 

５ 政令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する法第４条第１項ただし書の条例で定め

る範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該建築物を設置する都市公園の敷地面積の

１００分の２を限度として前条又は第１項から第４項までの規定により認められる建築

面積を超えることができる。 

（公園施設に関する制限） 

第７条 政令第８条第１項の条例で定める割合は、１００分の５０とする。 

（公園施設の公募設置管理） 

第７条の２ 市長は、都市公園の利用者の利便の向上を図るため、法第５条の２から第５

条の９までの規定による公園施設の公募設置管理を積極的に活用するものとする。 

（市長以外の者の公園施設の設置管理等） 

第８条 市長以外の者が市立公園に公園施設を設け、又は管理しようとするときは、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める事項を記載した申請書を市長に提出

し、その許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

（１） 公園施設を設けようとする場合 

ア 公園施設を設けようとする市立公園の名称 



イ 設置の目的、期間及び場所 

ウ 公園施設の種類、構造及び規模 

エ 公園施設の管理の方法 

オ 公園施設の設置工事の実施方法及び期間 

カ その他市長が必要と認める事項 

（２） 公園施設を管理しようとする場合 

ア 管理しようとする公園施設の存する市立公園の名称 

イ 管理の目的及び期間 

ウ 管理しようとする公園施設の名称 

エ 管理の方法 

オ その他市長が必要と認める事項 

２ 市立公園に公園施設以外の工作物その他の物件又は施設（以下「占用物件」という。）

を設けて市立公園を占用しようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に

提出し、その許可を受けなければならない。 

（１） 占用しようとする市立公園の名称 

（２） 占用しようとする場所、面積及び期間 

（３） 占用物件の種類 

（４） 占用物件の管理の方法 

（５） 占用物件の構造 

（６） 工事実施の方法 

（７） 工事の着手及び完了の時期 

（８） 市立公園の復旧方法 

（９） その他市長が必要と認める事項 

３ 前項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項を

記載した申請書を市長に提出し、その許可を受けなければならない。ただし、その変更

が、規則で定める軽易なものであるときは、この限りでない。 

４ 法第５条第２項、第３項及び第４項の規定は市長以外の者が市立公園に公園施設を設

け、又は管理する場合について、法第６条第４項及び第７条の規定は市立公園に占用物

件を設けて市立公園を占用する場合について、それぞれ準用する。 

５ 市長は、第１項、第２項又は第３項の許可（以下「設置許可等」という。）に市立公



園の管理のため必要な範囲内で条件を付することができる。 

６ 設置許可等を受けた者（以下「設置許可者等」という。）は、公園施設を設け、若し

くは管理する期間若しくは市立公園の占用の期間が満了したとき、又は公園施設の設置

若しくは管理若しくは市立公園の占用を廃止したときは、直ちに市立公園を原状に回復

しなければならない。ただし、原状に回復することが適当でないときは、この限りでな

い。 

７ 市長は、設置許可者等に対して、前項の規定による原状の回復（以下「原状回復」と

いう。）又は原状回復をすることが適当でない場合の措置について必要な指示をするこ

とができる。 

（行為の制限） 

第９条 市立公園において次に掲げる行為をしようとする者は、行為の目的、期間、行為

を行う場所又は公園施設、行為の内容その他規則で定める事項を記載した申請書を市長

に提出し、その許可を受けなければならない。 

（１） 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

（２） 業として写真、映画等を撮影すること。 

（３） 興行を行うこと。 

（４） 競技会、展示会、博覧会その他これらに類する催しをすること。 

（５） 花火、キャンプファイヤー等火気を使用すること。 

２ 前項の許可（以下「行為許可」という。）を受けた者（以下「行為許可者」という。）

は、行為許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項を記載した申請書を市

長に提出し、その許可を受けなければならない。 

３ 市長は、第１項各号に掲げる行為が公衆の市立公園の利用に支障を及ぼさないと認め

る場合に限り、行為許可又は前項の許可を与えることができる。 

４ 前条第５項の規定は、行為許可について準用する。 

（行為許可の特例） 

第１０条 設置許可者等は、行為許可を受けることを要しない。 

（行為の禁止） 

第１１条 市立公園においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、設置許可者

等が当該設置許可等若しくは原状回復により第１号から第６号までに掲げる行為を行う

場合、又は行為許可者が当該行為許可により第４号から第６号までに掲げる行為を行う



場合は、この限りでない。 

（１） 土地の形質を変更すること。 

（２） 竹木を伐採し、植物を採取し、又はこれらを損傷すること。 

（３） 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

（４） はり紙若しくははり札をし、又は広告若しくは宣伝をすること。 

（５） 立入禁止区域に立ち入ること。 

（６） 指定された場所以外の場所へ車両を乗り入れ、又は駐車しておくこと。 

（７） 公園施設及び備品を損傷し、又は汚損すること。 

（８） ごみその他汚物を捨てること。 

（９） 前各号に掲げるもののほか、市立公園の管理に支障があると認められる行為を

すること。 

（利用の禁止又は制限） 

第１２条 市長は、市立公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であると認められ

る場合又は市立公園に関する工事のためやむを得ないと認められる場合は、市立公園を

保全し、又は利用者の危険を防止するため、市立公園の利用を禁止し、又は制限するこ

とができる。 

（許可公園施設等） 

第１３条 許可公園施設及びこれを設置する公園は、別表第２のとおりとする。 

２ 有料公園施設及びこれを設置する公園は、別表第３のとおりとする。 

３ 許可公園施設及び有料公園施設（以下「許可公園施設等」という。）の供用日及び供

用時間は、別に定める。 

（利用の許可） 

第１４条 許可公園施設等を利用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

２ 第８条第５項の規定は、前項の許可について準用する。 

（届出） 

第１５条 次に掲げる行為をした者は、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（１） 設置許可者等が公園施設の設置又は市立公園の占用に関する工事を完了したと

き。 

（２） 設置許可者等が公園施設の設置若しくは管理又は市立公園の占用を廃止しよう

とするとき。 



（３） 設置許可者等が市立公園の原状回復をしたとき。 

（４） 次条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する必要な措置を命ぜ

られた者が当該措置を完了したとき。 

（５） 市立公園を構成する土地物件について所有権を移転し、又は抵当権を設定し、

若しくは移転したとき。 

（６） 次条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する必要な措置を命ぜ

られた者が命ぜられた工事を完了したとき。 

（監督処分） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この条例の規定による許

可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為の中止、原状

回復若しくは市立公園からの退去を命ずることができる。 

（１） この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 

（２） この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

（３） 偽りその他不正な手段により、この条例の規定による許可を受けた者 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この条例の規定による許可を受けた

者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措置を命ずることがで

きる。 

（１） 市立公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

（２） 市立公園の保全又は公衆の市立公園の利用に著しい支障が生じた場合 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、市立公園の管理上の理由以外の理由に基づく公益

上やむを得ない必要が生じた場合 

（占用料及び使用料の納付） 

第１７条 設置許可者等は、占用料を納付しなければならない。 

２ 前項の占用料の額、減免及び徴収方法は、和光市道路占用料徴収条例（昭和３７年条

例第２５号）の例による。 

３ 行為許可者は、別表第４に定める使用料を納付しなければならない。 

４ 有料公園施設に係る第１４条第１項の許可を受けた者は、別表第５に定める使用料を

納付しなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、運動以外の目的で有料公園施設（会議室及び駐車場を除く。）

に係る第１４条第１項の許可を受けた者は、別表第４に定める使用料を納付しなければ



ならない。 

（占用料及び使用料の還付） 

第１８条 既納の占用料及び使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、その全部又は一部を還付することができる。 

（１） 市立公園の維持管理上又は公益上の必要によって許可を取り消したとき。 

（２） 利用者が自己の責に帰さない理由で市立公園を利用することができなかったと

き。 

（使用料の減免） 

第１９条 市長は、規則で定める場合その他特に必要があると認める場合は、使用料を減

額し、又は免除することができる。 

（損害賠償） 

第２０条 市立公園の利用者が公園施設又は備品を損傷し、汚損し、又は滅失したときは、

これを修理し、若しくは原状を回復し、又はその損害を賠償しなければならない。ただ

し、やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

（準用） 

第２１条 第３条から前条までの規定は、法第３３条第４項に規定する公園予定区域又は

予定公園施設について準用する。 

（指定管理者による管理） 

第２２条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により、市長が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」という。）に次に掲げ

る市立公園の管理に関する業務を行わせることができる。 

（１） 市立公園の行為許可及び有料公園施設の利用の許可に関する業務 

（２） 市立公園の行為許可及び有料公園施設の利用の許可に係る料金（以下「利用料

金」という。）の収受に関する業務 

（３） 体育、スポーツ及びレクリエーションの普及に資する事業の実施に関する業務 

（４） 公園施設及び備品の維持管理に関する業務 

（５） 都市公園法第７条第１項第６号に規定する仮設工作物のうち、市立公園の設置

目的の範囲内で設けられるものの占用の許可に関する業務 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市立公園の管理に関し市長が必要と認める業務 

２ 第８条、第９条、第１２条、第１４条から第１９条までの規定は、前項の指定管理者



による管理について準用する。この場合において、第８条（第６項を除く。）、第９条

第１項から第３項まで、第１２条、第１４条第１項、第１６条及び第１９条中「市長」

とあるのは「指定管理者」と、第１７条第３項から第５項、第１８条及び第１９条の規

定中「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるものとする。 

（指定管理者が扱う利用料金） 

第２３条 前条第１項第２号の利用料金の額は、別表第４及び別表第５に定める使用料の

額を標準として、指定管理者が市長の承認を受けて定めるものとし、当該利用料金は、

地方自治法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者の収入として収受させるもの

とする。 

（委任） 

第２４条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第２５条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５０，０００円以下の過料を科

する。 

（１） 第９条第１項又は第２項（第２１条においてこれらの規定を準用する場合を含

む。）の規定に違反して第９条第１項各号に掲げる行為をした者 

（２） 第１１条（第２１条において準用する場合を含む。）の規定に違反して第１１

条各号に掲げる行為をした者 

（３） 第１４条第１項（第２１条において準用する場合を含む。）の規定に違反して

許可公園施設等を利用した者 

（４） 第１５条（第２１条において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

（５） 第１６条第１項又は第２項（第２１条においてこれらの規定を準用する場合を

含む。）の規定による市長の命令に違反した者 

附 則 

この条例は、昭和４４年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５７年条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５９年条例第１２号） 

この条例は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年条例第１１号） 



この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年条例第１２号） 

この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第２６号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第２０号） 

この条例は、平成１６年１１月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年条例第９号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（供用開始日） 

２ この条例の施行にかかわらず、和光市アーバンアクア公園及び有料公園施設の供用は、

規則で定める日から開始する。 

附 則（平成３０年条例第２４号） 

この条例は、平成３０年７月１４日から施行する。 

附 則（令和元年条例第１５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の和光市立公園条例、和光市コミユニテイセンター設置及び管

理条例、和光市公民館設置及び管理条例、和光市立学校運動場夜間照明施設使用料条例、

和光市運動場設置及び管理条例、和光市民文化センター条例、和光市勤労福祉センター

条例、和光市総合福祉会館設置及び管理条例及び和光市総合体育館設置及び管理条例（以

下「関係条例」という。）の規定は、施行日以後の関係条例に定める施設の利用から適

用し、同日前の当該施設の利用については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年条例第２３号） 



（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の和光市立公園条例の規定は、この条例の施行の日以後の申請

に係る使用について適用し、同日前の申請に係る使用については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年条例第３５号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年条例第１２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年条例第２４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施

行する。 

（準備行為） 

２ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行う

ことができる。 

別表第１（第２条関係） 

名称 位置 

広沢原児童公園 和光市広沢４８２３番地２３ 

柿ノ木坂児童公園 和光市新倉一丁目３８１９番地 

南越ノ上児童公園 和光市白子二丁目１３８３番地７ 

本町児童公園 和光市本町４５００番地９ 

西牛房児童公園 和光市南一丁目２１６０番地５ 

荒川河川敷運動公園 和光市大字新倉及び大字下新倉地内 

松ノ木島公園 和光市新倉七丁目４番地２ 

ワンパク公園 和光市丸山台三丁目２番地 

せせらぎ公園 和光市丸山台二丁目１番地 

緑の公園 和光市丸山台二丁目２３番地 

チビッコ公園 和光市丸山台一丁目３番地 

野川公園 和光市白子四丁目５４５２番地 



越後山中央公園 和光市南一丁目地内 

やとじま公園 和光市下新倉二丁目５０４８番地 

まました橋広場 和光市下新倉二丁目５９３１番地 

ひだまり公園 和光市下新倉二丁目５５３０番地 

桜坂公園 和光市下新倉二丁目５８９８番地 

あけぼの公園 和光市下新倉二丁目５３１３番地 

かずは公園 和光市新倉五丁目２００６番地１から６まで 

ふたば公園 和光市新倉五丁目２０１７番地 

みつば公園 和光市新倉五丁目２０１３番地１から９まで 

よつば公園 和光市新倉四丁目３００７番地 

和光市アーバンアクア公園 和光市新倉六丁目地内 

上谷津公園 和光市新倉一丁目３３５６番地１及び３３５７番地１ 

西本村さくら公園 和光市下新倉四丁目２１４１番地１ 

別表第２（第１３条関係） 

公園 許可公園施設 

荒川河川敷運動公園 野球場、多目的競技場 

別表第３（第１３条関係） 

公園 有料公園施設 

和光市アーバンアクア公園 野球場、庭球場、フットサル場、サッカー場、多目的

広場、夜間照明設備、会議室、駐車場 

別表第４（第１７条関係） 

行為の種類 単位 期間 使用料の額 

物品の販売その他これに類

する行為（車両による販売

を除く。） 

１平方メートル １日につき １００円 

車両による販売 行為許可者ごと １日につき 当該販売の売上金額に１０

０分の１５を乗じて得た額 

興行 １平方メートル １日につき １５円 

競技会、展示会その他これ １平方メートル １日につき ７円 



らに類する行為 

花火、キャンプファイヤー

等火気を使用する行為 

１平方メートル １日につき ７円 

業として行う写真撮影 写真機１台 １日につき １，０１０円 

業として行う映画又はテレ

ビ撮影 

撮影機１台 １時間につき ５，０９０円 

備考 

１ 車両による販売とは、自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第

２条第２項に規定する自動車をいう。）に設備を設けて、食品の調理、製造及び販

売又は食品以外の物品の販売を行うことをいう。 

２ 業として行う写真撮影及び業として行う映画又はテレビ撮影を行為の種類の欄に

掲げる他の行為と併せて行う場合は、それぞれの使用料を納付しなければならない。 

３ 単位が面積の行為で、当該行為で利用する面積に１平方メートル未満の端数があ

るときは、その端数は、切り捨てるものとする。 

４ 車両による販売の使用料の額に１円未満の端数があるときは、その端数は、切り

捨てるものとする。 

別表第５（第１７条関係） 

有料公園施

設 

利用目的 単位 使用料の額 

野球場 野球で利用する場合 １面２時間につき ３，５２０円 

庭球場 テニスで利用する場合 １面２時間につき １，４８０円 

フットサル

場 

フットサルで利用する場合 １面２時間につき ２，２３０円 

サッカー場 サッカーで利用する場合 半面２時間につき １，５２０円 

１面２時間につき ３，０５０円 

多目的広場 ソフトボールで利用する場合 １面２時間につき ２，０３０円 

サッカーで利用する場合 半面２時間につき １，５２０円 

１面２時間につき ３，０５０円 

夜間照明設

備 

テニスで利用する場合 １面１時間につき ３００円 

フットサルで利用する場合 



会議室  １室２時間につき ２００円 

駐車場  １台 ３時間以内 ２００円 

３時間を超えた後

１時間までごと 

１００円 

１日最大 ５００円 

備考 

１ 市民（市内に勤務し、又は通学する者を含む。以下同じ。）が利用し、又は市民

を主たる対象として利用する場合の使用料の額は、有料公園施設の区分ごとに定め

る使用料の額とする。 

２ 市民以外の者が利用し、又は市民以外の者を主たる対象として利用する場合の使

用料の額は、夜間照明設備及び駐車場を除き、備考１に定める額に、当該額に１０

０分の１００を乗じて得た額を加算した額とする。 

３ 単位時間に満たない端数が生じたときは、これを単位時間に切り上げるものとす

る。 

４ 駐車場の単位の１日最大とは、午前零時から午後１２時まで利用した場合とする。 

５ 使用料の額に１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

 


